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第４次 第５次

69,266 69,266 83,916 83,916

1 総
鳥獣保護管
理対策事業

法令の規定に基づ
く、鳥獣の捕獲等許
可事務及び飼養登録
事務並びに有害鳥獣
の苦情相談

申請及
び相談
のあっ
た市民

義
務

1,640
事務事業の達成に向
けて、すでに成果が
でている。

Ａ 1,848 3
鳥獣管理対策
事業

現状維
持

なし 維持

1
鳥獣保護管
理対策事業

鳥獣捕獲等及
び鳥類の卵の
採取等の許可
事務

許可件数
年
８０件

年
１１０件

鳥獣捕獲等及
び鳥類の卵の
採取等の許可
事務

許可件数
年
８０件 3

鳥獣管理対策
事業

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

1
鳥獣保護管
理対策事業

メジロ又はホ
オジロの愛玩
飼養の登録事
務

飼養登録羽数 ４羽 ２羽

メジロ又はホ
オジロの愛玩
飼養の登録事
務

飼養登録羽数 ２羽 3
鳥獣管理対策
事業

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

1
鳥獣保護管
理対策事業

有害鳥獣の苦
情相談及び捕
獲檻の貸出し

貸出件数
年
１１０件

年
１７０件

1,640
有害鳥獣の苦
情相談及び捕
獲檻の貸出し

貸出件数
年
１１０件

1,848 3
鳥獣管理対策
事業

済
必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

2 総
狂犬病予防
事務事業

狂犬病予防法により
義務づけられている
犬の登録及び狂犬病
予防注射に関する事
務を行い、狂犬病の
発生の予防に寄与す
る。

犬の飼
い主

義
務

1,893
事務事業の達成に向
けて、すでに成果が
でている。

Ａ 2,299
現状維

持
なし 維持

2
狂犬病予防
事務事業

犬の登録等事
務

新規登録頭数
年
1,300頭

年
1,299頭

1,440
犬の登録等事
務

新規登録頭数
年
1,300頭

1,854
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

2
狂犬病予防
事務事業

狂犬病予防定
期集合注射の
実施に係る準
備事務

実施会場数 ３０ヶ所 ３０ヶ所 453

狂犬病予防定
期集合注射の
実施に係る準
備事務

実施会場数 ３０ヶ所 445 済
必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

2
狂犬病予防
事務事業

登録手数料及
び注射済票交
付手数料の徴
収

手数料徴収件
数

年
11,600
件

年
12,066
件

登録手数料及
び注射済票交
付手数料の徴
収

手数料徴収件
数

年
11,600
件

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

3 総
動物愛護事
業

動物の愛護と適正な
飼養について啓発を
行うとともに、理解
と関心を深めるた
め、動物愛護週間に
合わせたペット写真
展及び動物フェス
ティバルを実施す
る。

動物の
飼い主
及び関
係する
市民

義
務

459
事務事業の達成に向
けて、すでに成果が
でている。

Ａ 832 4 動物愛護事業
現状維

持
なし 維持

3
動物愛護事
業

ペット写真展
の実施

実施回数
年
１回

年
１回

13
ペット写真展
の実施

実施回数 年１回 51 4 動物愛護事業 済
必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

3
動物愛護事
業

長寿犬表彰式
の開催

開催回数
年
１回

年
１回

416
長寿犬表彰式
の開催

開催回数 年１回 751 4 動物愛護事業 済
必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

3
動物愛護事
業

ペットのしつ
け教室及び避
難訓練

開催回数 年１回 年１回 30
ペットのしつ
け教室及び避
難訓練

開催回数 年１回 30 4 動物愛護事業 済
必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

3
動物愛護事
業

犬猫の苦情相
談処理

相談件数
年
７０件

年
９９件

犬猫の苦情相
談処理

相談件数
年
７０件 4 動物愛護事業 済

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

4 総
公衆便所維
持管理等事
業

市民等の便益施設と
しての公衆便所を整
備し、及び維持管理
し、公衆衛生の向上
を図る。

利用す
る市民

等

政
策

23,646
事務事業の達成に向
けて、すでに成果が
でている。

Ａ 25,398 未 高 高 高
現状維

持
有り 維持

4
公衆便所維
持管理等事
業

既設公衆便所
の維持管理

１日平均清掃
回数

３回 ３回 23,646
既設公衆便所
の維持管理

１日平均清掃
回数

３回 25,398
不
可

必
要

可
不
可

無 有り 22

①南口公衆便所改修
②各公衆便所の修繕
等全面委託（柳島海
岸公衆便所を除く）

維持

目標値

活動

平成２０年度評価
平成２１年度計画

目標値

実績

活動ごとの
決算額

当該事務事業
全体の決算額

（合計）

活動指標の名称

決算内訳（千円）

実施計画
事業名

基礎情報

事務事業の
目的・成果

対
象
（
顧
客
）

事
業
区
分

実施計画

事務事業

実施計画
事業名

活動量・サービス量の達成状況

活動

実績値

活動

②
ニ
ー
ズ

当該事務事業
全体の予算額

（合計）

活動指標の名称

①
人
件
費
減

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

20年度
の取組
に対す
る分析

①
目
的
達
成

活動ごとの
予算額

活動量・サービス量

予算内訳（千円）

活動
優先
順位

重点事業
の名称

21年度業務計画に
おける課の重点事業

必要性 事業の改善提案

④
市
民
協
働

③
成
果

事業の
方向性

改善の内容

⑤
そ
の
他

③
民
間
活
用

②
直
営
の

必
要
性

事務事業の目的に対
する成果の状況

今後の事業展開

環境保全課

改善
時期
（年
度）

手法の
変更の
有無

事後評価

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

環境保全課
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69,266 69,266 83,916 83,916
目標値

活動

平成２０年度評価
平成２１年度計画

目標値

実績

活動ごとの
決算額

当該事務事業
全体の決算額

（合計）

活動指標の名称

決算内訳（千円）

実施計画
事業名

基礎情報

事務事業の
目的・成果

対
象
（
顧
客
）

事
業
区
分

実施計画

事務事業

実施計画
事業名

活動量・サービス量の達成状況

活動

実績値

活動

②
ニ
ー
ズ

当該事務事業
全体の予算額

（合計）

活動指標の名称

①
人
件
費
減

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

20年度
の取組
に対す
る分析

①
目
的
達
成

活動ごとの
予算額

活動量・サービス量

予算内訳（千円）

活動
優先
順位

重点事業
の名称

21年度業務計画に
おける課の重点事業

必要性 事業の改善提案

④
市
民
協
働

③
成
果

事業の
方向性

改善の内容

⑤
そ
の
他

③
民
間
活
用

②
直
営
の

必
要
性

事務事業の目的に対
する成果の状況

今後の事業展開

環境保全課

改善
時期
（年
度）

手法の
変更の
有無

事後評価

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

環境保全課

5 総
公衆浴場支
援事業

公衆浴場組合の支
援、公衆浴場の運営
及び施設整備に対す
る補助を行い、公衆
衛生の向上を図る。

市内の
公衆浴

場

政
策

520
事務事業の達成に向
けて、すでに成果が
でている。

Ａ 1,086 未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

5
公衆浴場支
援事業

公衆浴場協同
組合への事業
費補助

補助金交付の
時期

平成20
年
６月

平成20
年
６月

160
公衆浴場協同
組合への事業
費補助

補助金交付の
時期

平成21
年
６月

160
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

5
公衆浴場支
援事業

公衆浴場施設
の整備費補助

補助金交付の
時期

該当事業
なし

該当事業
なし

公衆浴場施設
の整備費補助

補助金交付の
時期

平成21
年
７月

566
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

5
公衆浴場支
援事業

公衆浴場確保
対策に要する
経費の補助

補助金交付の
時期

平成21
年
２月

平成21
年
２月

360
公衆浴場確保
対策に要する
経費の補助

補助金交付の
時期

平成22
年
２月

360
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

6 総
海岸美化啓
発事業

美化キャンペーン、
街頭キャンペーンを
実施し、美化意識の
高揚を図る。

市民、
自治

会、企
業、団

体

政
策

1,079
事務事業の達成に向
けて、すでに成果が
でている。

Ａ 2,031 2
海岸美化啓発
事業

未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

6
海岸美化啓
発事業

美化キャン
ペーンクリー
ン茅ヶ崎の実
施

実施回数
年
２回

年
２回

738

美化キャン
ペーンクリー
ン茅ヶ崎の実
施

実施回数 年２回 1,382 2
海岸美化啓発
事業

済
必
要

不
可

済 無 なし 維持

6
海岸美化啓
発事業

街頭キャン
ペーンの実施

実施回数
年
２回

年
２回

街頭キャン
ペーンの実施

実施回数 年２回 2
海岸美化啓発
事業

済
必
要

不
可

済 無 なし 維持

6
海岸美化啓
発事業

湘南海岸をき
れいにする会
への参加

理事会等出席
回数

年
６回

年
６回

湘南海岸をき
れいにする会
への参加

理事会等出席
回数

年６回 2
海岸美化啓発
事業

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

6
海岸美化啓
発事業

海岸に設置し
たごみ箱及び
ごみ持ち帰り
啓発用看板の
維持管理

設置箇所数 １６ヶ所 １６ヶ所 341

海岸に設置し
たごみ箱及び
ごみ持ち帰り
啓発用看板の
維持管理

設置箇所数 １９ヶ所 649 2
海岸美化啓発
事業

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

7 総
美化運動推
進団体支援
事業

地域清掃等をしてい
る団体を支援し、環
境美化を推進する。

環境美
化を推
進して
いる団

体

政
策

397
事務事業の達成に向
けて、すでに成果が
でている。

Ａ 400 2 美化啓発事業 未 高 高 高
現状維

持
有り 維持

7
美化運動推
進団体支援
事業

美化運動事業
を実施する団
体の事業費の
一部助成

補助金交付の
時期

平成21
年
３月

平成21
年
３月

347

美化運動事業
を実施する団
体の事業費の
一部助成

補助金交付の
時期

平成22
年
３月

350 2 美化啓発事業
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

7
美化運動推
進団体支援
事業

地区一斉清掃
団体へのゴミ
袋の配布及び
ゴミ集積場所
の点検調査

対象自治会数
２２
自治会

２１
自治会

地区一斉清掃
団体へのゴミ
袋の配布及び
ゴミ集積場所
の点検調査

対象自治会数
２２
自治会 2 美化啓発事業

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

7
美化運動推
進団体支援
事業

桂川・相模川
流域協議会へ
の参加

運営委員会へ
の出席

年
１２回

年
１２回

50
桂川・相模川
流域協議会へ
の参加

運営委員会へ
の出席

年
１２回

50 2 美化啓発事業
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

8 総
衛生害虫等
駆除事業

衛生害虫等の発生の
防止、危険害虫（ス
ズメバチ）の巣の駆
除等を行い、公衆衛
生の向上等に寄与す
る。

希望す
る市

民、指
定業者

政
策

1,960
事務事業の達成に向
けて、すでに成果が
でている。

Ａ 4,167 未 高 高 高
現状維

持
なし 維持
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69,266 69,266 83,916 83,916
目標値

活動

平成２０年度評価
平成２１年度計画

目標値

実績

活動ごとの
決算額

当該事務事業
全体の決算額

（合計）

活動指標の名称

決算内訳（千円）

実施計画
事業名

基礎情報

事務事業の
目的・成果

対
象
（
顧
客
）

事
業
区
分

実施計画

事務事業

実施計画
事業名

活動量・サービス量の達成状況

活動

実績値

活動

②
ニ
ー
ズ

当該事務事業
全体の予算額

（合計）

活動指標の名称

①
人
件
費
減

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

20年度
の取組
に対す
る分析

①
目
的
達
成

活動ごとの
予算額

活動量・サービス量

予算内訳（千円）

活動
優先
順位

重点事業
の名称

21年度業務計画に
おける課の重点事業

必要性 事業の改善提案

④
市
民
協
働

③
成
果

事業の
方向性

改善の内容

⑤
そ
の
他

③
民
間
活
用

②
直
営
の

必
要
性

事務事業の目的に対
する成果の状況

今後の事業展開

環境保全課

改善
時期
（年
度）

手法の
変更の
有無

事後評価

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

環境保全課

8
衛生害虫等
駆除事業

危険害虫（ス
ズメバチ）の
巣の駆除等の
実施

巣の駆除件数
年
２２０件

年
２３８件

1,890

危険害虫（ス
ズメバチ）の
巣の駆除等の
実施

巣の駆除件数
年
２２０件

2,605
不
可

必
要

済
不
可

無 なし 維持

8
衛生害虫等
駆除事業

浸水被害によ
る衛生害虫の
発生の防止及
び殺菌のため
の床下等消毒
の実施

消毒実施件数
年
６０件

年
４件

20

浸水被害によ
る衛生害虫の
発生の防止及
び殺菌のため
の床下等消毒
の実施

消毒実施件数
年
６０件

1,512
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

8
衛生害虫等
駆除事業

（財）日本環
境衛生セン
ターへの負担
金支出

負担金の支出
時期

平成20
年
９月

平成20
年
８月

50

（財）日本環
境衛生セン
ターへの負担
金支出

負担金の支出
時期

平成21
年
９月

50
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

9 総
海岸美化清
掃事業

神奈川県、相模湾沿
岸１３市町及び企業
で組織した（財）か
ながわ海岸美化財団
を支援し、海岸の美
化を推進する。

県、１
３市

町、企
業及び
海岸利
用者

政
策

11,164
事務事業の達成に向
けて、すでに成果が
でている。

Ａ 11,164 未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

9
海岸美化清
掃事業

（財）かなが
わ海岸美化財
団の支援

負担金の支出
回数

年
４回

年
４回

7,927
（財）かなが
わ海岸美化財
団の支援

負担金の支出
回数

年４回 7,927 済
必
要

済
不
可

無 なし 維持

9
海岸美化清
掃事業

設置したごみ
箱内のごみ回
収

回収日数
年
１２８日

年
１２７日

3,237
設置したごみ
箱内のごみ回
収

回収日数
年
１２８日

3,237 済
必
要

済
不
可

無 なし 維持

10 総
墓地埋葬法
関係事務事
業

市有墓地及び無縁墓
地の管理、墓地改葬
の許可事務並びに墓
地埋葬法第９条によ
る埋葬を行う。

市有墓
地使用
者、無
縁墓地
被葬

者、改
葬許可
申請人

義
務

1,239
事務事業の達成に向
けて、すでに成果が
でている。

Ａ 1,940
現状維

持
なし 維持

10
墓地埋葬法
関係事務事
業

市有墓地の管
理

市有墓地箇所
数

１６ヶ所
(11地区)

１６ヶ所
(11地区)

140
市有墓地の管
理

市有墓地箇所
数

１６ヶ所
(11地区)

206
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

10
墓地埋葬法
関係事務事
業

無縁墓地の管
理

無縁墓地箇所
数

１ヶ所 １ヶ所 885
無縁墓地の管
理

無縁墓地箇所
数

１ヶ所 1,238
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

10
墓地埋葬法
関係事務事
業

法令の規定に
基づく改葬許
可書の交付

申請受付件数
年
７０件

年
３０件

法令の規定に
基づく改葬許
可書の交付

申請受付件数
年
７０件

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

10
墓地埋葬法
関係事務事
業

埋葬又は火葬
を行う者がな
い死体等の引
取り及び葬儀

処理件数
年
２件

年
１件

214

埋葬又は火葬
を行う者がな
い死体等の引
取り及び葬儀

処理件数
年
２件

496
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

11 総
空き地等浄
化推進事業

空き地等の雑草の苦
情相談に対応し、環
境の浄化を推進す
る。

苦情
者、地
権者

政
策

事務事業の達成に向
けて、すでに成果が
でている。

Ａ 5
空き地等浄化
推進事業

未 高 高 高
現状維

持
なし

予算
なし

11
空き地等浄
化推進事業

苦情相談の受
付

受付件数
年
９０件

年
１１３件

苦情相談の受
付

受付件数
年
９０件 5

空き地等浄化
推進事業

済
必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

11
空き地等浄
化推進事業

現地調査及び
地権者への是
正指導

現地調査件数
年
９０件

年
１１３件

現地調査及び
地権者への是
正指導

現地調査件数
年
９０件 5

空き地等浄化
推進事業

済
必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし



業務棚卸評価シート（平成２１年度版） 4/6

第４次 第５次

69,266 69,266 83,916 83,916
目標値

活動

平成２０年度評価
平成２１年度計画

目標値

実績

活動ごとの
決算額

当該事務事業
全体の決算額

（合計）

活動指標の名称

決算内訳（千円）

実施計画
事業名

基礎情報

事務事業の
目的・成果

対
象
（
顧
客
）

事
業
区
分

実施計画

事務事業

実施計画
事業名

活動量・サービス量の達成状況

活動

実績値

活動

②
ニ
ー
ズ

当該事務事業
全体の予算額

（合計）

活動指標の名称

①
人
件
費
減

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

20年度
の取組
に対す
る分析

①
目
的
達
成

活動ごとの
予算額

活動量・サービス量

予算内訳（千円）

活動
優先
順位

重点事業
の名称

21年度業務計画に
おける課の重点事業

必要性 事業の改善提案

④
市
民
協
働

③
成
果

事業の
方向性

改善の内容

⑤
そ
の
他

③
民
間
活
用

②
直
営
の

必
要
性

事務事業の目的に対
する成果の状況

今後の事業展開

環境保全課

改善
時期
（年
度）

手法の
変更の
有無

事後評価

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

環境保全課

12 総
公害分析調
査事業（大
気）

大気汚染を未然に防
止するため、各種測
定、検査などを行い
大気の状況を把握す
る。

市民及
び市内
の事業

所

義
務

3,334
事務事業の達成に向
けて、すでに成果が
でている。

Ａ 4,727 1
公害分析調査
事業
（大気）

現状維
持

なし 維持

12
公害分析調
査事業（大
気）

市内の大気
（窒素酸化
物）の状況の
把握

測定地点数 ４５地点 ４５地点 489

市内の大気
（窒素酸化
物）の状況の
把握

測定地点数 ４５地点 500 1
公害分析調査
事業
（大気）

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

12
公害分析調
査事業（大
気）

市内の大気
（ダイオキシ
ン類）の状況
の把握

測定地点数 １地点 １地点 887

市内の大気
（ダイオキシ
ン類）の状況
の把握

測定地点数 １地点 1,710 1
公害分析調査
事業
（大気）

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

12
公害分析調
査事業（大
気）

市内の大気
（オキシダン
ト）の状況の
把握

測定地点数 １地点 １地点 1,958

市内の大気
（オキシダン
ト）の状況の
把握

測定地点数 １地点 2,517 1
公害分析調査
事業
（大気）

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

13 総
公害分析調
査事業（水
質）

水質汚濁を未然に防
止するため、各種測
定、検査などを行い
水質の状況を把握す
る。

市民及
び市内
の事業

所

義
務

12,898
事務事業の達成に向
けて、すでに成果が
でている。

Ａ 13,561 1
公害分析調査
事業
（水質）

現状維
持

なし 維持

13
公害分析調
査事業（水
質）

県測定計画に
基づく公共用
水域（河川）
水質常時監視
の実施

測定地点数 １地点 １地点 2,730

県測定計画に
基づく公共用
水域（河川）
水質常時監視
の実施

測定地点数 １地点 3,158 1
公害分析調査
事業
（水質）

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

13
公害分析調
査事業（水
質）

県測定計画に
基づく公共用
水域（海域）
水質常時監視
の実施

測定地点数 １地点 １地点 1,918

県測定計画に
基づく公共用
水域（海域）
水質常時監視
の実施

測定地点数 １地点 2,160 1
公害分析調査
事業
（水質）

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

13
公害分析調
査事業（水
質）

県測定計画に
基づく地下水
水質常時監視
の実施

測定地点数 １９地点 １９地点 1,502

県測定計画に
基づく地下水
水質常時監視
の実施

測定地点数 ２１地点 2,035 1
公害分析調査
事業
（水質）

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

13
公害分析調
査事業（水
質）

海水浴場水質
調査の実施

測定地点数 １地点 １地点 202
海水浴場水質
調査の実施

測定地点数 １地点 480 1
公害分析調査
事業
（水質）

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

13
公害分析調
査事業（水
質）

事業場排水調
査の実施

調査事業場数 20社 25社 204
事業場排水調
査の実施

調査事業場数 ２６社 425 1
公害分析調査
事業
（水質）

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

13
公害分析調
査事業（水
質）

市内の河川
（ダイオキシ
ン類）水質の
状況の把握

測定地点数 3地点 3地点 2,024

市内の河川
（ダイオキシ
ン類）水質の
状況の把握

測定地点数 ３地点 750 1
公害分析調査
事業
（水質）

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

13
公害分析調
査事業（水
質）

市内の河川及
び地下水水質
の状況を把握
する

測定地点数 14地点 14地点 4,318

市内の河川及
び地下水水質
の状況を把握
する

測定地点数 １４地点 4,553 1
公害分析調査
事業
（水質）

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

13
公害分析調
査事業（水
質）

水質汚濁防止
法に係る届出
の受理及び指
導

届出件数
年
３０件

年
４９件

水質汚濁防止
法に係る届出
の受理及び指
導

届出件数
年
３１件 1

公害分析調査
事業
（水質）

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

14 総
公害分析調
査事業（騒
音・振動）

事業活動に伴う騒
音、振動を規制する
とともに、市内の状
況を把握することに
より生活環境の保全
を図る

市民及
び市内
の事業

所

義
務

2,666
事務事業の達成に向
けて、すでに成果が
でている。

Ａ 3,450 1

公害分析調査
事業
（騒音・振
動）

現状維
持

なし 維持

14
公害分析調
査事業（騒
音・振動）

騒音規制法に
基づく自動車
騒音常時監視
の実施

測定地点数 ３地点 ３地点 1,733

騒音規制法に
基づく自動車
騒音常時監視
の実施

測定地点数 ４地点 2,090 1

公害分析調査
事業
（騒音・震
動）

不
可

必
要

済
不
可

無 なし 維持
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14
公害分析調
査事業（騒
音・振動）

市内の道路交
通騒音及び振
動の状況の把
握

測定地点数 ８地点 ８地点 222

市内の道路交
通騒音及び振
動の状況の把
握

測定地点数 ８地点 730 1

公害分析調査
事業
（騒音・震
動）

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

14
公害分析調
査事業（騒
音・振動）

市内の環境騒
音の状況の把
握

測定地点数 10地点 30地点 711
市内の環境騒
音の状況の把
握

測定地点数 ３０地点 630 1

公害分析調査
事業
（騒音・震
動）

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

14
公害分析調
査事業（騒
音・振動）

騒音規制法、
振動規制法
（特定事業
場）に基づく
届出の受理及
び指導

届出件数
年
２８件

年
１７件

騒音規制法、
振動規制法
（特定事業
場）に基づく
届出の受理及
び指導

届出件数
年
１７件 1

公害分析調査
事業
（騒音・震
動）

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

14
公害分析調
査事業（騒
音・振動）

騒音規制法、
振動規制法
（特定建設作
業）に基づく
届出の受理及
び指導

届出件数
年
５７件

年
３４件

騒音規制法、
振動規制法
（特定建設作
業）に基づく
届出の受理及
び指導

届出件数
年
５９件 1

公害分析調査
事業
（騒音・震
動）

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

15 総
公害分析調
査事業（臭
気）

臭気指数による規制
を行うことにより悪
臭苦情の低減を図る

市民及
び市内
の事業

所

義
務

57
事務事業の達成に向
けて、すでに成果が
でている。

Ａ 383 1
公害分析調査
事業
（臭気）

現状維
持

なし 維持

15
公害分析調
査事業（臭
気）

臭気指数によ
る悪臭の規制
の実施

調査回数
年
２回

年
１回

57
臭気指数によ
る悪臭の規制
の実施

調査回数
年
２回

383 1
公害分析調査
事業
（臭気）

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

16 総
公害分析調
査事業（土
壌）

有害物質による汚染
の可能性のある土地
を把握するととも
に、拡散防止等の指
示により健康被害を
防止する

市民及
び市内
の事業

所

義
務

1,554
事務事業の達成に向
けて、すでに成果が
でている。

Ａ 1,114 1
公害分析調査
事業
（土壌）

現状維
持

有り 維持

16
公害分析調
査事業（土
壌）

土壌汚染対策
法・県条例
（土壌汚染関
連）に基づく
届出の受理及
び有害物質の
拡散防止、浄
化の指導

届出件数 ８９件 ４８件

土壌汚染対策
法・県条例
（土壌汚染関
連）に基づく
届出の受理及
び有害物質の
拡散防止、浄
化の指導

届出件数 ５５件 1
公害分析調査
事業
（土壌）

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

16
公害分析調
査事業（土
壌）

汚染土壌処理
業の許可

①手数料条例
の制定
②指導要領の
制定

①平成
21年10
月
②平成
22年3月

1
公害分析調査
事業
（土壌）

不
可

必
要

不
可

不
可

無 有り 21
新たに H21.10.24
～ 受付事務開始

予算
なし

16
公害分析調
査事業（土
壌）

市内一般環境
土壌中のダイ
オキシン類に
よる汚染状況
の把握

調査地点数 １地点 １地点 1,554

市内一般環境
土壌中のダイ
オキシン類に
よる汚染状況
の把握

調査地点数 １地点 1,114 1
公害分析調査
事業
（土壌）

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

17 総
地盤沈下調
査測定及び
分析

水準点の標高の変動
量を把握することに
より地盤沈下の未然
防止を図る

市民
義
務

3,360
事務事業の達成に向
けて、すでに成果が
でている。

Ａ 3,534
現状維

持
なし 維持

17
地盤沈下調
査測定及び
分析

市内の水準点
の標高の測定
及び分析

測定地点数 ５１地点 ５１地点 3,360
市内の水準点
の標高の測定
及び分析

測定地点数 ５１地点 3,534
不
可

必
要

済
不
可

無 なし 維持

17
地盤沈下調
査測定及び
分析

県条例地下水
採取（地盤沈
下）関連の届
出の受理及び
許可

届出件数 １３７件 １３６件

県条例地下水
採取（地盤沈
下）関連の届
出の受理及び
許可

届出件数 １４５件
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

18 総
公害防止に
向けた啓発
事業

公害防止、自然保護
意識の高揚を図る

市民及
び市内
の事業

所

政
策

523
事務事業の達成に向
けて、すでに成果が
でている。

Ａ 645 未 高 高 高
現状維

持
なし 維持
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目標値

活動

平成２０年度評価
平成２１年度計画

目標値

実績

活動ごとの
決算額

当該事務事業
全体の決算額

（合計）

活動指標の名称

決算内訳（千円）

実施計画
事業名

基礎情報

事務事業の
目的・成果

対
象
（
顧
客
）

事
業
区
分

実施計画

事務事業

実施計画
事業名

活動量・サービス量の達成状況

活動

実績値

活動

②
ニ
ー
ズ

当該事務事業
全体の予算額

（合計）

活動指標の名称

①
人
件
費
減

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

20年度
の取組
に対す
る分析

①
目
的
達
成

活動ごとの
予算額

活動量・サービス量

予算内訳（千円）

活動
優先
順位

重点事業
の名称

21年度業務計画に
おける課の重点事業

必要性 事業の改善提案

④
市
民
協
働

③
成
果

事業の
方向性

改善の内容

⑤
そ
の
他

③
民
間
活
用

②
直
営
の

必
要
性

事務事業の目的に対
する成果の状況

今後の事業展開

環境保全課

改善
時期
（年
度）

手法の
変更の
有無

事後評価

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

環境保全課

18
公害防止に
向けた啓発
事業

公害防止のた
めの情報収集
及び啓発活動

実施事業数 ８事業 ８事業 523
公害防止のた
めの情報収集
及び啓発活動

実施事業数 ８事業 645
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

19 総
公害事案の
処理

公害苦情、事故等に
対応することによ
り、市民の生活環境
を保全する

市民及
び市内
の事業

所

政
策

405
事務事業の達成に向
けて、すでに成果が
でている。

Ａ 564 未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

19
公害事案の
処理

市民からの苦
情や事故の通
報に基づく対
象者への改善
指導及び応急
措置

苦情件数 １３０件 １３８件 405

市民からの苦
情や事故の通
報に基づく対
象者への改善
指導及び応急
措置

苦情件数 １３７件 564 済
必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

20 総
各種届出の
受理及び許
可

予め届けを出させ指
導することにより、
公害を未然に防止す
る

市内の
事業所

義
務

事務事業の達成に向
けて、すでに成果が
でている。

Ａ 現状維
持

なし
予算
なし

20
各種届出の
受理及び許
可

県条例届出の
受理（土壌汚
染・地盤沈下
関連は除く）

窓口開設日数 ２４３日 ２４３日

県条例届出の
受理（土壌汚
染・地盤沈下
関連は除く）

窓口開設日数 ２４１日
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

20
各種届出の
受理及び許
可

県条例届出の
許可（土壌汚
染・地盤沈下
関連は除く）

届出件数 ５９件 ５８件

県条例届出の
許可（土壌汚
染・地盤沈下
関連は除く）

届出件数 ６６件
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

21 総
航空機騒音
対策事業

航空機騒音の市内の
状況を把握し、苦情
対応、要請等の資料
とする。

市民
政
策

472
事務事業の達成に向
けて、すでに成果が
でている。

Ａ 4,773 未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

21
航空機騒音
対策事業

市内の航空機
騒音の状況を
把握する

測定地点数 ４地点 ４地点 472
市内の航空機
騒音の状況を
把握する

測定地点数 ４地点 4,773
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持


